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まえがき
　2006 年、近年の歴史では初めて５歳未満の子どもの年
間総死亡数が 1,000 万を切り、970 万人となった。1960
年以降、５歳未満児死亡率が 60％削減された計算になる。

　しかし、この成果に満足している余裕はない。毎年 970
万もの幼い命が失われているという現実は到底受け入れら
れるものではなく、死亡の多くが予防可能であることを考
えればなおさらである。そして、前進はあるものの、この
ままでは世界は、2015 年までに子どもの死亡率を３分の
２低減するというミレニアム開発目
標を達成できそうにない。

　子どもの死亡率推計のための機関
間グループ（Interagency Group for 
Child Mortality Estimation）が集積
したデータによると、前進は世界の
すべての地域の国々で見られた。中
国の５歳未満児死亡率は、1990 年
以来、出生 1,000 人あたり 45 か
ら出生 1,000 人あたり 24 となり、
47％低減されている。インドの５歳
未満児死亡率は 34％減少した。６
つの国̶̶バングラデシュ、ブー
タン、ボリビア、エリトリア、ラオ
ス、ネパール̶̶では、依然として
5歳未満児死亡率は高いとはいえ、
1990年以来50％以上の低減を見ている。エチオピアでは、
1990 年以来 40％近い低減が達成された。

　子どもの生存に関するミレニアム開発目標の達成に向け
た前進がまったく見られない、あるいは十分ではない 62
の国のうち、75％近くはアフリカに集中している。南部ア
フリカでは、これまで 5歳未満児死亡率の低減が記録され
ていたにも関わらず、HIV/ エイズの流行によって子どもの
死亡が増加している国もある。これらの国々でミレニアム
開発目標を達成するためには、協調のとれた努力が必要で
ある。

　出生直後からの完全母乳育児、予防接種、ビタミンＡ補給、
殺虫剤処理されたマラリア予防用蚊帳の使用などの基礎的
な保健支援策を幅広く採用することは、サハラ以南のアフ
リカその他の地域で前進を拡大する上で必要不可欠である。

　また、肺炎、下痢性疾患、マラリア、重篤な栄養不良、
HIV の破壊的な影響に対処する目的で、治療や予防手段へ
のアクセスを強化するためにもさらなる取り組みが必要と
なる。

　強力な紹介・搬送システムに支えられた、コミュニティ
を基盤とする保健サービスに子どもたちがアクセスできる
ようにすれば、子どもたちの命を救えることがわかってい
る。

　国レベルでのいっそう強力な保健システムの構築を支え
るための統合的努力の一環として、鍵となる支援策をコミュ
ニティ・レベルで展開することに焦点を絞らなければなら
ない。特に、女性、母親、新生児の特別なニーズに注意を

払う必要がある。

　世界保健機関（WHO）、世界銀行、
ユニセフは、アフリカ連合から求め
られて、アフリカの国々が子どもの
生存に関するミレニアム開発目標を
達成できるよう支援するための枠組
みを協同で開発した。今年の『世界
子供白書』ではこれを詳細に検討し
ている。

　ひとつの希望は、国際保健に新し
い勢いが生まれていることである。
官民の関心も高く、私たちがこの勢
いに乗じようと集団的模索を続ける
中で、革新的なパートナーシップが
生まれ、強化されつつある。

　ミレニアム開発目標の達成に向けた前進を加速させるた
めには、パートナーシップが非常に有望である。ユニセフ
は、国連関係のパートナー、各国政府、地域的機関、非政
府組織（NGO）、財団、民間セクターと密接に協力しながら、
活動を調整し、専門性と知識を協同で蓄積しようとしている。

　私たちの課題は、みんなが切迫感を持って行動し、すで
に成功が証明されている事例を拡大していくことである。

アン・Ｍ・ベネマン
ユニセフ事務局長
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